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MOFCOM の新しい企業結合簡易審査規則

－本当に簡易か？ 
2014 年 2 月 12 日、中国商務部（MOFCOM）は、「企業結合簡易案件の適用基準に関する暫定規則」（企業結合

簡易審査規則）を公式に発表し、同規則は直ちに効力を発生しました。 

2012 年以降、MOFCOM は企業結合審査手続を効率化することに注力しており、2013 年 4 月 3 日には「簡易案

件」とされる企業結合の定義に関しパブリック・コメントを募集しました1。今回公表された企業結合簡易審査

規則は、パブリック・コメントに付された規則案から大きく変わっていません。 

今後、簡易案件に関しては、MOFCOM が以前よりも迅速に審査することが見込まれます。MOFCOM は公式なガイ 

ダンスを出していないものの、簡易案件はフェーズ I の審査期間（30 日）内に承認されることが見込まれて 

います。 

この規則の適用に関して不明確な点があり、また現時点で手続規則がないという問題はあるものの、企業結合

簡易審査規則は、中国における企業結合審査の煩雑さを減少させ、よりタイムリーで予想しやすい企業結合 

審査のための大きな一歩といえます。 

規則のポイント 

企業結合簡易審査規則は、以下の 6 つの類型の企業結合を簡易案件として

います。 

i. 競争者同士の企業結合（水平的企業結合）では、当事者全員の 

合計マーケットシェアが 15％より低い場合; 

ii. 垂直的に関連する市場で活動する企業間の企業結合（垂直的企業

結合）2では上流市場及び下流市場の双方でマーケットシェアが

25％より低い場合; 

iii. 水平的企業結合でも垂直的企業結合でもない場合、企業結合に 

関連する各市場においてマーケットシェアが 25％より低い場合; 

iv. ジョイント・ベンチャー(JV)が中国の外で設立され、中国で経済

的活動を行っていない場合; 

v. 中国で経済的活動を行っていない外国企業を買収する場合; 

vi. 2 者以上が支配していた JVを 1者以上が支配することになる場合 

                                                           
1 簡易企業結合規則案についてコメントした ("MOFCOM seeks to streamline and clarify the Chinese merger control process 
– draft regulations published")もご参照ください。 
2 自動車製造業者と自動車部品製造業者など、企業結合当事者がサプライチェーンの違うレベルで活動している場合、両者

は垂直的関係にあることになります。 
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ただし、以下の 6つのケースでは企業結合簡易審査規則は適用されません（例外規定）。 

i. 2 者以上が支配していた JV が、企業結合を通じて当該 JV の支配株主のうちの 1 つに支配されることに

なる場合（ただし、JV と当事者が競争関係にある場合に限る）; 

ii. 企業結合により影響を受ける市場の画定が難しい場合; 

iii. 企業結合が市場へのアクセスや技術の進歩に有害な影響をもたらしうる場合; 

iv. 企業結合が消費者や他の関係者に有害な影響をもたらしうる場合; 

v. 企業結合が国の経済発展に有害な影響をもたらしうる場合; 又は 

vi. その他、企業結合が市場での競争に有害な影響を与えるだろうと MOFCOM が考える場合 

コメント 

簡易案件の定義を定める企業結合簡易審査規則は、効果的な企業結合審査への歓迎すべき一歩といえます。 

一方で、本規則には、以下に見るように不明な点があります。 

マーケットシェア・テスト 

マーケットシェア基準を設けることは、企業に予測可能性をもたらし有用です。他の法域でも同様にマーケッ

トシェア基準が導入されています。例えば EU では、近時欧州委員会が簡易手続を改正し、水平的企業結合に 

ついては 15％から 20％へ、垂直的企業結合については 25％から 30％へと閾値を増加させました。当事者が 

自分でマーケットシェアを計算して閾値を上回るか自分で確認することが求められています。 

市場画定は簡単な作業ではありません。実務上、MOFCOM は市場を狭めに画定する傾向がありますが、これまで

公表されている MOFCOM の決定には、市場画定についての手がかりがほとんどありません。加えて、上記のとお

り、市場画定が難しい場合は簡易案件といえなくなる場合があります。従って、可能な限り狭い市場を想定し、

そこで簡易案件といえるか否かを判断することがもっとも確実な方法といえます。 

「経済的活動」テスト 

中国の外で設立された JV につき、これまで多数の企業結合届出がされてきたことを考えると、これらを簡易 

案件と扱うのは歓迎すべきことです。しかし、「経済的活動」が何をさすのか、例えば中国での売上なのか、

子会社や関連会社等のビジネス拠点の有無なのか、は不明確です。また、グリーンフィールドでのジョイント

ベンチャーの場合に将来的な経済的活動について考慮すべきなのか、また経済的活動に関する閾値を設けない

のかなどの疑問点があります。 

「支配の移転」テスト 

2 者以上が支配していた JV を 1 者以上が支配することになる場合、その支配者と JV が競争関係にないときに

は簡易案件とされます。一方、他の株主と共同で JV を支配していた 1 株主が単独の支配株主になり、当該支配

株主が JV と競争関係にあり、当該支配株主と JV の合計マーケットシェアが 15％未満の場合において、簡易 

案件とされるか否かは明らかではありません。 

例外規定 

例外規定が広範な形で定義され、簡易審査制度の適否につき MOFCOM に広い裁量が与えられています。特に例外

の iii から vi は、MOFCOM が企業結合審査の中で判断する事項であり、当事者が MOFCOM と異なる見方をする 

こともあることから、簡易審査制度の適用基準として設けることに適切でないという議論があり得ます。 
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手続に関する規則の欠如 

簡易案件といえるかどうかの実質的な基準も重要ですが、その手続規則も同様に重要です。これまで、審査 

期間が長いこと、そして届出書で求められる内容が多く負担が大きいことにつき、特に競争法上問題のない 

ケースにおいて問題とされてきました。この簡易審査制度により、事業者は、審査手続の迅速化と情報提供 

義務の軽減を期待していると思われます。 

MOFCOM の職員は、50％以上のケースで簡易審査手続が適用されることを予想し、簡易案件についてはフェーズ

I の審査期間内（30 日）に審査を終了させるよう努力すると言及しています。しかし、公式な手続規則がない

状態では、具体的に簡易審査制度で企業がどのような恩恵を受けることになるのかについては、まだ見極めが

必要です。MOFCOM は、試験的で非公式な施行期間を経ることで十分な経験を積んでから、手続規則を制定する

意向であるようです。MOFCOM はある弁護士事務所に対し、他の法域での簡易審査手続の調査と規則案の提案を

依頼していますが、実際にいつ手続規則を定めるのかは現時点では明らかではありません。 

今後は、(a) 簡易案件と判断し審査する手続、(b) 簡易審査手続の審査期間、(c) 簡易審査手続の届出書  

フォーム（簡略化され情報量の少ないもの）、及び(d) 簡易案件と認定された後の保護メカニズム（恣意的に

簡易案件との認定を覆すことができないようにすること）についての手続規則が実務上重要になってくるで 

しょう。 

 

この記事は中国においてビジネスを行っているクライアントの国際的なカウンセルとして得た経験に基づき 

執筆されています。他の国際法律事務所と同様、クリフォードチャンスは中国の法的環境につき情報提供する

ことは可能ですが、中国国内の法律事務所と同じ形で中国での法務を担当することはできません。中国国内 

法律事務所のアドバイスが必要な場合は、事務所を推薦することも可能です。 
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